
フィリピン共和国

面　積　　30万km2

人　口　　 1億1157万人（2022年中位推計）

首　都　　マニラ首都圏

言　語　　フィリピーノ語（通称タガログ語）

　　　　　ほかに公用語として英語

宗　教　　ローマ・カトリック教，ほかにフィリピン

　　　　　独立教会，イスラーム教，プロテスタント

政　体　　共和制

元　首　　フェルディナンド・マルコス Jr. 大統領

通　貨　　ペソ（ 1米ドル＝54.48ペソ，2022年平均）

会計年度　 1月～12月

フィリピン
2022年の
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NCR－マニラ首都圏

 

Ⅱ－カガヤン・バレー地方

Ⅰ－イロコス地方

CAR－コルディリェラ地方

アパヤオ
カリンガ
アブラ
マウンテン・プロビンス
イフガオ
ベンゲット

7
8
9

10

イロコス・ノルテ
イロコス・スル
ラ・ウニオン
パンガシナン

11
12
13
14
15

バタネス
カガヤン
イサベラ
キリノ
ヌエバ・ビスカヤ

Ⅲ－中部ルソン地方

16
17
18
19
20
21
22

アウロラ
ヌエバエシハ
タルラク
サンバレス
バタアン
パンパンガ
ブラカン

Ⅴ－ビコール地方

33
34
35
36
37
38

カマリネス・ノルテ
カマリネス・スル
アルバイ
ソルソゴン
カタンドゥアネス
マスバテ

ⅤⅠ－西部ビサヤ地方

39
40
41
42
43
44

アクラン
カピス
イロイロ
アンティケ
ギマラス
ネグロス・オクシデンタル

ⅤⅡ－中部ビサヤ地方

45
46
47
48

ネグロス・オリエンタル
セブ
ボホール
シキホール

ⅤⅢ－東部ビサヤ地方

49
50
51
52
53
54

ビリラン
北サマール
東サマール
西サマール
レイテ
南レイテ

ⅠX－サンボアンガ半島

55
56
57

サンボアンガ・デル・ノルテ
サンボアンガ・デル・スル
サンボアンガ・シブガイ

X－北部ミンダナオ地方

58
59
60
61
62

カミギン
ミサミス・オリエンタル
ブキドノン
ラナオ・デル・ノルテ
ミサミス・オクシデンタル

XⅠ－ダバオ地方

63
64

65
66
67

ダバオ・オリエンタル
ダバオ・デ・オロ
（コンポステラ・バレー）
ダバオ・デル・ノルテ
ダバオ・デル・スル
ダバオ・オクシデンタル

XⅡ－ソクサージェン地方

68
69
70
71

コタバト（北コタバト）
スルタン・クダラット
南コタバト
サランガニ

XⅢ－カラガ地方

72
73
74
75
76

ディナガット・アイランズ
スリガオ・デル・ノルテ
スリガオ・デル・スル
アグサン・デル・ノルテ
アグサン・デル・スル

BARMM－バンサモロ・ムスリム・
　　　　　　　　　ミンダナオ自治地域

77
78
79
80
81
82

ラナオ・デル・スル
マギンダナオ・デル・ノルテ
マギンダナオ・デル・スル
バシラン
スルー
タウィタウィ

Ⅳ－A－カラバルソン地方

23
24
25
26
27

リサール
カビテ
バタンガス
ラグナ
ケソン

Ⅳ－B－ミマロパ地方

28
29
30
31
32

マリンドゥケ
オリエンタル・ミンドロ
オクシデンタル・ミンドロ
ロンブロン
パラワン

（17地方［1首都圏，1自治地域を含む］，82州）
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マルコス新大統領の誕生
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概　　況
　 ₅ 月に実施された大統領選挙で，フェルディナンド・“ボンボン”・マルコス
Jr.（以下，マルコス）が圧勝し，新政権が発足した。国民から期待の高い新大統領
であるが，経済政策をのぞき政治面では政策方針が明らかでない。ドゥテルテ前
政権で悪化した人権状況の改善は望めず，父マルコス独裁政権時の弾圧や不正蓄
財に関する言論への圧力が高まっている。
　経済面では，実質国内総生産（GDP）成長率が1976年以来の高水準となり，新型
コロナウイルス禍からの回復を印象付けた。年後半にかけて進行した通貨ペソの
下落，物価高を抑制するために中央銀行が大幅利上げを行ったが，経済活動を大
きく阻害しなかった。マルコス新政権の社会経済アジェンダでは，技術開発・経
済発展の推進とともに，雇用促進が重要視される。
　外交面では，マルコス大統領は就任後の最初の訪問先としてシンガポールとタ
イを選んだ。このような姿勢から対米・対中関係を基軸にしつつ，東南アジア近
隣諸国との連携の深化を模索していくと考えられる。同時に ASEAN，APEC の
首脳会議などの国際会議では，フィリピンへの投資を呼びかけ，フィリピン政府
が重要視する気候変動への対応や南シナ海問題などを訴えた。

国 内 政 治

マルコスが大統領に当選
　 ₅ 月 ₉ 日に大統領選挙が実施され，マルコスが大統領に当選した。約20年にわ
たり独裁政権を築き「エドサ革命」によって1986年にその座を追われた故フェル
ディナンド・マルコス元大統領の長男である。世論調査会社パルス・アジアが実
施した2021年 ₉ 月までの世論調査では，人々から次期大統領の期待が高かったの

2022年のフィリピン

https://doi.org/10.24765/asiadoukou.2023.0_293
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はドゥテルテ前大統領の娘サラ・ドゥテルテであった。しかし，彼女が副大統領
候補としての出馬を決めると，マルコスが世論調査で支持率 1 位に踊り出て，
人々の人気と期待を背負ったまま大統領選挙を迎えた（図 1 ）。最終的な大統領候
補者数は10人であり，マルコスの得票率は58.8％で，次点のレオノア・ロブレド
候補に倍の差をつけての勝利となった（表 1 ）。その他，主要な大統領候補は，エ
マヌエル・パッキャオ，フランシスコ・“イスコ”・モレノ・ドマゴソ，パンフィ
ロ・ラクソンなどで，それぞれ ₇ ～ 2 ％程度の得票率であった。
　副大統領選挙は，サラ・ドゥテルテが61.53％の得票率で当選した。こちらも，
ロブレドと組んで副大統領選挙を戦い次点だったフランシス・“キコ”・パンギリ
ナンに ₃ 倍以上の得票差をつけた。
　正副大統領候補がそれぞれ過半数の票を得て当選するのは，1987年の再民化後
で初めてのことであり，マルコスとドゥテルテは広範な支持獲得に成功したとい
える。彼らの勝利に大きく貢献したとされるのが，地域的なすみ分けとソーシャ
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（注）　その他候補者はいずれも支持率３％未満のため割愛。
（出所）　Pulse Asia Research Inc.（https://pulseasia.ph/）資料より作成。

図 1　大統領候補者の選挙前支持率
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ルメディアの活用である。前者については，マルコスがルソン島北部のイロコ
ス・ノルテを地盤とし，サラが南部ミンダナオ島のダバオ市出身であるため， 2
人が組んだことによりとりわけルソン島とミンダナオ島で多くの有権者から支持
を獲得したと指摘されている。また，マルコスはソーシャルメディアをとおして
イメージアップに最も成功した候補者だったといえる。彼は，選挙委員会による
候補者討論会を欠席しメディアのインタビューを忌避したが，ソーシャルメディ
ア上で多くの YouTube 動画や Facebook の投稿を発信し，親しみやすさや指導力
をアピールすることで多くの人々の共感を得た。なお，マルコスを支持する
SNS コンテンツのなかには，独裁政権時の弾圧，マルコス一族による政治の私
物化，大規模な横領などは歴史上存在せず間違った歴史認識だとする偽情報を流
布し，マルコス一族の批判者や対立候補であるロブレドを誹謗中傷するアカウン
トが多く存在する。

議会選挙：上院議員の戦略と有力政治家一族の伸張
　フィリピンでは大統領選挙と同日に国政・地方選挙が行われる。国政レベルで
は上院の半数の議席と下院の全議席が，地方政府では州レベルから市レベルまで
の正副首長と議会議員が改選される。具体的には，上院12議席と下院316議席が

表 1　大統領選挙結果

候補者名 政党 得票数 得票率
（％） 前職など

フェルディナンド・“ボンボ
ン”・マルコス Jr. PFP 31,629,783 58.8 元上院議員

レオノア・ロブレド 独立候補（自由
党幹部） 15,035,773 27.9 副大統領，自由党幹部

エマヌエル・パッキャオ PROMDI 3,663,113 6.8 上院議員，ボクサー
フランシスコ・“イスコ”・
モレノ・ドマゴソ Aksyon 1,933,909 3.6 マニラ市長，俳優

パンフィロ・ラクソン 独立候補 892,375 1.7 上院議員，元国家警察長官
ファイサル・マゴンダト KTPNAN 301,629 0.6 実業家

アーネスト・アベリャ 独立候補 114,627 0.2 元大統領スポークスパーソ
ン（ドゥテルテ政権）

レオデガリオ・デグスマン PLM 93,027 0.2 左派系活動家
ノルベルト・ゴンザレス PDSP 90,656 0.2 元国防長官
ホセ・モンテマヨール PDSP 60,592 0.1 医師

（出所）　上下両院・票点検合同委員会発表資料
（http://legacy.senate.gov.ph/lis/bill_res.aspx?congress=18&q=RBH-1）より作成。
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争われ，地方レベルでは81州，146市，1488町の正副首長，地方議会議員が改選
対象であった。なお，バンサモロ自治政府の選挙は2025年に延期されている。
　正副大統領選挙の次に耳目を集めるのが上院選挙であり，今回は 2 点特徴をあ
げられる。まず，多くの有力上院候補が複数の大統領候補と連携したことである。
通常，大統領候補が自陣営から出る上院議員候補を支持することで選挙期間中に
互いに連携する。一方で，各上院議員候補は特定の大統領候補陣営に属しつつ，
複数の大統領候補陣営にも接近して「ゲスト候補」として名を連ねる。今回の選
挙でも幅広く連携を図る上院議員候補が多く見られた。たとえば， ₇ 月の議会開
会で上院議長に選出されたフアン・ミゲル・ズビリはマルコス大統領候補陣営か
ら出馬したが，パッキャオ陣営やラクソン陣営，ロブレド陣営にも「ゲスト候
補」として名を連ねた。ただし，選挙キャンペーン中にズビリがマルコスを「我
らの大統領」と言い放ったことで，選挙 1 カ月前にラクソン，ロブレド陣営の上
院議員候補から脱落した。得票数 2 位で当選したローレン・レガルダはラクソン
大統領候補陣営から出馬したが，マルコス陣営やパッキャオ陣営にも「ゲスト候
補」として名を連ねていた。
　このような複数の大統領候補との連携は，選挙後を見据えた選挙戦略とみるこ
とができる。今回と異なり，過去 2 回の大統領選挙では勝者に関する事前予測が
困難となっていた。2010年と2016年の大統領選挙では，選挙前の世論調査で支持
率 2 位以下だった候補が選挙直前に追い上げ当選を果たした。とりわけ2016年以
降は，政党の重要性のさらなる低下が候補者の「カリスマ性」という個人的要因
の重要性を高め，形勢一変の容易さに拍車をかけている。大統領選挙の勝者が誰
であれ，上院議員候補は複数の大統領候補と連携することで当選後を見据えて有
力大統領候補との関係構築を図っていたと考えられる。
　もうひとつの特徴は，有力な政治家一族から複数のメンバーが議席を獲得した
ことである（表 2 ）。有力者による公選ポストの掌握は以前から続くフィリピン政治
の特徴であり，国政・地方レベルを問わずその傾向が近年強まっている。上院では，
ジョセフ・ビクトール・エヘルシトとジンゴイ・エヘルシト・エストラーダの父親
がジョセフ・エストラーダ元大統領である。今回当選したマーク・ビリヤールと非
改選議員のシンシア・ビリヤールは親子である。また，アラン・ピーター・カエタ
ノが当選したことでピア・カエタノと姉弟で上院議員を再び務めることになった。
　有力政治家一族による議席の占有は上院にとどまらない。その最たる代表例が
マルコス家である。大統領に当選したマルコスを筆頭に，姉アイミーが非改選の
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上院議員で，上院で ₄ つの委員会の委員長を務める。下院では，大統領のいとこ
でレイテ州 1 区から選出されたフェルディナンド・マルティン・ロムアルデスが
議長に就いた。彼の妻のイェッダ・ロムアルデスも下院議員であり，下院の内部
予算の配分・支出などを担当する会計委員会の委員長を務める。さらに，一族の
地盤であるイロコス・ノルテ州の公選ポストはマルコス家のメンバーが占める。
同州の 2 つの選挙区ではそれぞれ大統領の息子といとこが下院議員を務める。息
子のフェルディナンド・アレクサンダー・“サンドロ”・マルコスは，新人ながら
新設された「上席多数派副院内総務」に選出された。くわえて，イロコス・ノル
テ州の州知事と副州知事を一族のメンバーが務める。
　その他国政レベル，地方政府の双方でも有力政治家一族による権力の伸張が指
摘されている。アテネオ・デ・マニラ大学の調査によると，「政治家一族」が州
知事ポストを獲得している割合は2004年の54％から2019年には80％に上昇し，下
院における政治家一族の議席占有率は48％から67％となった。フィリピンでは有
力者による権力乱用や富の集中が不均一な社会構造の要因として指摘されてきた。

「有力政治家一族」による権力掌握が温存され深化するようであれば，汚職問題

表 2　上院選挙結果

候補者名 得票数 得票率
（％）

親族である
上院議員 前職など

ロビン・パディリャ 26,612,434 47.9 俳優

ローレン・レガルダ 24,264,969 43.7 下院議員，元上院
議員

ラファエル・トゥルフォ 23,396,954 42.1 ジャーナリスト
シャーウィン・ガチャリアン 20,602,655 37.1 上院議員
フランシス・エスクデロ 20,271,458 36.5 ソルソゴン州知事
マーク・ビリヤ―ル 19,475,592 35.1 シンシア・ビリヤール 公共事業道路長官

アラン・ピーター・カエタノ 19,295,314 34.7 ピア・カエタノ 下院議員，元上院
議員

フアン・ミゲル・ズビリ 18,734,336 33.7 上院議員
ジョエル・テスダマン・ビリャ
ヌエバ 18,486,034 33.3 上院議員

ジョセフ・ビクトール・エヘル
シト 15,841,858 28.5 ジンゴイ・エヘルシ

ト・エストラーダ 元上院議員

リサ・ホンティベロス 15,420,807 27.8 上院議員
ジンゴイ・エヘルシト・エスト
ラーダ 15,108,625 27.2 ジョセフ・ビクトー

ル・エヘルシト 元上院議員

（出�所）　Commission on Elections，2022年５月27日発表資料（https://comelec.gov.ph/?r=home），
各種報道より作成。
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や所得格差といった積年の社会問題が大きく改善することは望めない。

議会は超党派で大統領支持
　大統領は上下院議長などの議会リーダーと連携して政策課題の遂行に取り組ん
でいくとともに，今後の政権運営を安定させるには，彼らとの連携がカギとなる。
上院では，選挙キャンペーンでマルコス支持を全面に打ち出したフアン・ミゲ
ル・ズビリが上院議長に選出され，彼を支持した上院議員20人が「多数派」を形
成する。少数派は，ロブレド大統領候補陣営で野党として選挙を戦ったリサ・ホ
ンティベロスとアキリノ・ピメンテル III の 2 人のみで構成される。ピメンテル
は，ロドリゴ・ドゥテルテ政権時に2022年選挙に向けたフィリピン民主党―民衆
の力（PDP-Laban）の与党大統領候補の指名をめぐり，前大統領陣営と対立した。
さらにピメンテルの父は，故マルコス独裁政権に対する抵抗運動を率いた人物の
1 人である。前述したカエタノ姉弟は，多数派とも少数派とも距離を置く「独立
派」としての立場をとる。
　下院議長にはマルコス大統領のいとこであるロムアルデスが就任した。選挙直
後から，彼の所属政党であるラカス（Lakas-CMD）だけでなく，PDP-Laban，民族
主義国民連合（Nationalist People’s Coalition）や国民統一党（National Unity Party）が
ロムアルデス支持を表明した。その結果，下院議員312人のうちの90％となる283
票を獲得して下院議長に選出された。下院議員は地元からの支持獲得のために
ポークバレル（議員がその使途を決められる予算費目）に依存する一方，予算執行
の権限は大統領が有する。そのため，多くの下院議員が大統領支持にまわる。上
下院の両方で圧倒的多数の支持を得たことで，マルコス大統領にとって盤石な政
権運営の船出といえる。

新閣僚の顔ぶれ
　マルコス政権では，経済・国防・外交といった重要政策分野では経験豊富なテ
クノクラートや専門家・実務家を閣僚ポストに据えた。外務長官に任命されたエ
ンリケ・マナロは国連代表部，欧州連合のフィリピン代表部，駐ヨーロッパ諸国
大使（イギリス，ベルギーなど）を歴任したキャリア外交官である。国防長官（代行）
を務めるホセ・ファウスティノは元国軍統合参謀本部議長である。憲法の規定に
より，退役 1 年以内の軍人の政府要職への登用が禁じられているため新政権発足
後は代行で長官職に就いたが，ファウスティノは2023年初頭に代行を解かれた。
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財務長官にはベンハミン・ジョクノが任命された。彼は元中央銀行総裁で予算行
政管理長官や同省次官を歴任した人物である。予算行政財務長官を務めるアミナ・
パガダマンは中央銀行の元理事である。国家経済開発庁長官に任命されたアルセ
ニオ・バリサカンは経済学者で，ベニグノ・アキノ III 政権で同庁長官を務めた。
　一方で，選挙キャンペーンでマルコス陣営を支援した人物の長官職への任命も
散見される。司法長官に任命されたヘスス・クリスピン・レムリアはカビテ州選
出の元下院議員で，彼の一族は有権者数の最も多い同州でのマルコス－ドゥテル
テ陣営の集票に尽力し，ロブレド陣営を「共産主義者」と呼び攻撃した。内務自
治長官のベンハミン・アバロス Jr. はマニラ首都圏開発庁（MMDA）長官であった
が，その職を辞しマルコス陣営の選挙キャンペーンマネージャーを務めた。また，
官房長官に任命されたビクター・ロドリゲスは選挙キャンペーン時の補佐官でス
ポークスパーソンであった。彼は砂糖輸入をめぐる混乱（「経済」参照）が露呈し
たあとに同職を退いた。
　そのようななか，憲法の規定によりその独立性が謳われている憲法規定委員会
のうちのいくつかの委員長職にマルコスに近い人物が任命されたことで，執政
府・立法府からの中立性，その監視機能が損なわれるのではないかと懸念が出て
いる。 ₇ 月，マルコス大統領は選挙委員長にジョージ・ガルシア前選挙委員を任
命した。彼は，マルコスがロブレドに敗れた2016年の副大統領選挙の結果に不服
申し立てを行った際に代理人を務めた。そのため，選挙委員会としての中立性を
保てるのか懸念する声が上がっている。さらに ₉ 月，マルコス大統領は空席で
あった人権委員長職にリチャード・パルパラトックを任命した。彼はマルコス政
権で法務担当の副官房長官に任命されたが， ₄ カ月も経たずにポスト変更となっ
た。法律家としてのキャリアは豊富なものの人権問題分野での活動履歴は確認さ
れていない。公権力からの人権擁護という任務を公正に遂行できるのか疑問視す
る声が上がっている。
　なお，ドゥテルテ副大統領は当初，国防長官兼務に意欲を示していたが教育長
官に就いた。農業改革を訴えたマルコス大統領は農業長官を兼務する。

歴史の修正への懸念
　マルコスの大統領当選は，歴史の書き換えへの懸念を浮上させた。新大統領は，
以前から父マルコス元大統領の独裁政権時の人権侵害や不正蓄財を「でっちあ
げ」だとして，若い世代に「正しい」歴史を教えなくてはいけないと主張してき
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た。そのため，マルコスが大統領に当選したことで一族に都合のいいように歴史
が書き換えられるのではないかとの懸念が生じた。このような懸念は，大統領選
挙の結果が明らかになった直後に国家情報調整機関（NICA）が，子ども向けの本
を出版するアダルナ・ハウスを「共産主義者」に指定したことで，より強まった。
アダルナ・ハウスは大統領選挙後に独裁政権時の戒厳令関連書籍の割引販売を開
始し，その翌日に NICA はアダルナ・ハウスを「共産主義勢力」と名指しした。
NICA は同出版社の行為は子どもたちを過激化し，憎悪と反感の感情を植え付け
るとしたうえで，過去の出来事ではなく読み書きや神への信仰心を子どもに教え
ることが親にとって重要だとの立場をとった。
　さらに， ₇ 月にはアテネオ・デ・マニラ大学の歴史研究者アンベス・オカンポ
の発言がマルコス支持者から大きな反発を生んだ。彼は，映画『メイド・イン・
マラカニヤン』に出演した女優による発言に反論する内容を発信した。この映画
は，1986年に起きたマルコス独裁政権の退陣を求める抗議行動「エドサ革命」の
発生からマルコス一族がハワイへ亡命するまでの ₃ 日間を描いたものである。出
演女優のエラ・クルスはメディアのインタビューで「歴史は脚色され常にバイア
スを帯びるもので，ゴシップのようなものだ」という内容を語った。これにオカ
ンポは反応し「歴史は実際に起こった出来事などの史実に基づくものである。
フェルディナンド・マルコス Sr. が独裁者となり強権的な統治を行い，彼の一族
が私腹を肥やしたという出来事を否定できる人はいないだろう」と指摘した。こ
れに反発したマルコス支持者の一部からオカンポが誹謗中傷の対象となった。研
究者や教育者のグループがオカンポを擁護するとともに，歴史教育や研究活動が
SNS 上で活動するインフルエンサーや自称「知識層」によって脅威にさらされ
ていると懸念の声を上げた。
　マルコス大統領に対して，父親の独裁政権時の被害者や遺族への適切な対応を
求める声が上がったが，彼は沈黙を続けている。大統領就任後，彼はマルコス一
族の歴史上の位置づけについて公に見解を示していない。

人権状況の改善は望めず
　マルコスの大統領当選が決まると，ドゥテルテ政権下での「麻薬撲滅戦争」を
めぐる人権侵害の実態解明を求める声が上がったが，新政権のもとで人権状況が
大きく改善することは望めそうにない。
　ジャーナリストへの圧力は継続している。とりわけ，パーシバル・“ラピッ
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ド”・マバサの殺害は国内外に衝撃を与えた。彼は，ラジオ・パーソナリティで
ドゥテルテ政権下での「反テロ法」による活動家および批判勢力への強権的捜査
や，マルコス大統領と彼の一族に関する「情報操作」を糾弾してきた人物である。
また，彼の YouTube チャンネル登録者数は20万人を超え，Facebook フォロワー
数は ₄ 万5000人に上り，社会的影響力が大きい人物であった。マバサは10月初旬
に住宅を出たあとに，マニラ首都圏のラスピニャス市で何者かにより銃殺された。
　マバサの殺害は世間の耳目を集めた。フィリピン・ジャーナリスト全国連盟

（NUJP）は，マバサはマルコス政権下で殺害されたジャーナリストの 2 人目であ
り，フィリピンにおいてジャーナリストとしての活動が依然生命の危険を伴うと
いうことを示しているとの見解を発表した。また，外国人特派員協会は事件が都
市部で発生したことに危機感を示し，実行犯がより大胆になっているとともに政
府がジャーナリストを含む一般市民を理不尽な暴力から守ることができていない
証拠だとした。
　マバサの殺害に対して国外からも非難が高まった。カナダやオランダの欧米諸
国の駐比外国公館などが本件への深刻な懸念を表明した。さらに，ジャーナリス
トへの暴力は報道の自由の根幹を揺るがし，彼らの活動領域を制限するものであ
ると警告した。法務省は警察に捜査を急ぐように指示し，マバサ殺害の主犯格と
して矯正局長のヘラルド・バンタグが浮上した。しかし，彼はレムリア司法長官
が裏で関与しているとして，2023年初頭に司法長官らの職務停止と捜査を求める
訴えをオンブズマンに提出した。
　レイラ・デリマ前上院議員の審理は進展がないまま，彼女は ₅ 年の月日を拘置
所で過ごしている。彼女はドゥテルテ前政権の「麻薬撲滅戦争」批判の急先鋒で
あったが，2017年 2 月に麻薬密売を主導した容疑で逮捕された。ドゥテルテ政権
末期の2022年 ₄ 月，デリマの麻薬密売を供述した証人達がその証言を覆しだした。
麻薬密売組織を束ねるカーウィン・エスピノーサは，不正に得た利益をデリマの
側近に渡したとする供述を覆し，彼自身にかけられている容疑を無効にするとい
う裏取引があったとともに，国家警察に脅されて虚偽の証言をするように仕向け
られたと明かした。さらに，デリマが麻薬密売による大金を得ていたと証言した
矯正局職員は，当時の司法長官ビタリアノ・アギレ II や彼に近い人々に強いら
れてデリマに不利になる発言をせざるを得なかったと語った。また，彼女の当時
の側近で，エスピノーサから金を受け取りデリマに渡したと証言したロニー・ダ
ヤンも，それはオリエンタル・ミンドロ州選出のレイ・ウマリ下院議員（当時）に
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強いられての虚偽だったと明かした。デリマにかけられた容疑 ₃ 件のうち 1 件は
無罪判決がでている。残る 2 件についても重要証人がその供述を覆すなか，国内
外からデリマを釈放するよう声が上がっているが，2022年末においてもデリマは
勾留されたままである。

経 済

1976年以来の高い経済成長率
　2022年の実質 GDP 成長率は7.6％であった。これは，政府目標の6.5～7.5％を
上回り1976年以来の高い水準である。海外就労者の送金が反映される海外純要素
所得の伸び率は76.4％と大きく増加し，実質国民総所得（GNI）成長率は9.9％と
なった。
　支出別では，GDP の ₇ 割を占める個人消費が8.3％増で，コロナ対応のための
行動制限がほぼ撤廃され，人々による旅行や外食の消費行動が本格的に再開され
たことが成長率をけん引した。その他は，政府消費が5.0％増，固定資本形成が
10.4％増で，輸出が10.7％増となった。政府のインフラ投資を含む総固定資本形
成と政府消費は，コロナ対応のための財政出動により財政が厳しさを増すなか昨
年に比べて減速したが，輸出の増加が高い成長率に寄与した。
　産業別では，前年と比べてすべての分野で成長率が増加した。農林水産業が
0.5％増となり，鉱工業は6.7％増（うち製造業が5.0％増），サービス業が8.7％増で
あった。とりわけ，運輸・倉庫業が23.9％増，宿泊・飲食業31.8％増となり，個
人消費の活性化がこれらの業種の大きな伸びに寄与した。
　財貿易額は輸出入ともに前年度を上回った。輸入額が前年比17.3％増の1371億
ドルで輸出額が同5.6％増の788億ドルであった。輸入額の増加幅が大きいことか
ら貿易赤字が拡大し，前年より38％増えて583億ドルとなった。貿易赤字の拡大
は経常収支にも影響し，同赤字額が178億3200万ドルとなった。
　失業率は，年初は ₆ ％台であったが ₃ 月に5.8％に，10月に4.5％となり，年後
半にかけて雇用状況が好転した。年間の完全失業率は5.4％となり，コロナ禍以
前であった2019年の5.1％には届かないものの，同水準の雇用状況に戻ったとい
える。また，就業しているものの労働時間や仕事の追加を求める人々の割合を示
す不完全就業率は14.2％であり，コロナ禍以前の水準となった。
　消費者物価指数の上昇率（インフレ率）は，年初は ₃ ％台だったものの，その後
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上昇を続け11，12月は ₈ ％台になり，年平均で5.8％となった。これは2008年以
来の高い水準である。この主要因は，ペソ安の進行，食料価格や電気代・燃料費
などの上昇が挙げられる。食料品に関しては，小麦粉やその関連製品，砂糖など
の価格上昇や台風などの自然災害により農産物の収穫が落ち込んだことに加え，
年後半にかけて活発化した個人消費がインフレ率を押し上げる要因となった。
　2022年度予算の中央政府財政収支（現金ベース）は，収入が ₃ 兆5455億ペソ，支
出が ₅ 兆1596億ペソで， 1 兆6141億ペソの赤字であった（対 GDP 比7.3％）。この
結果，政府の債務残高は13兆4188億ペソとなり，2021年度末比で14％増加した。
そのうち，対内債務は ₉ 兆2083億ペソで同じく前年度末比で13％増となり，対外
債務が ₄ 兆2104億ペソで同18％増えた。対 GDP 比の債務残高は60.9％で2021年
と同程度であり，依然高い水準となっている。

ペソ安の進行と大幅な利上げ
　通貨ペソは第 ₃ 四半期にかけて下落基調が続いた。 ₉ 月 2 日には対ドルで18年
ぶりに市場最安値を更新し，一時56.9ペソとなった。その後もペソはさらに下落
し， ₉ 月後半から11月前半にかけて 1 ドルあたり58ペソ台でおおむね推移した。
12月には55ペソ台後半に持ち直した。
　このような状況のなか，フィリピン中央銀行は大幅な利上げに転じた。フィリ
ピンではコロナ禍での経済活動を下支えするために ₃ 年以上にわたり政策金利を
最低水準である2.0％に維持してきた。しかし，2022年 ₅ 月以降に計 ₇ 回の利上
げが行われ，政策金利は5.5％となった。これは14年ぶりの高水準である。アメ
リカにおける金融引き締めに伴うペソ安を食い止めるとともに，年後半にかけて
強まったインフレ圧力を緩和する狙いがあった。年間を通して堅調に推移した経
済成長率もこのような大幅利上げの判断を後押しした。

マルコス政権の社会経済アジェンダ
　マルコス政権の経済閣僚らは「 ₈ つの社会経済アジェンダ」を発表し，新政権
が達成すべき目標を示した。短期的な目標は（1）エネルギーコストの上昇を抑制
するとともに食料安全保障を確保し，家計の購買力を維持すること，（2）公衆衛
生措置の徹底，コロナワクチンの接種促進，コロナ禍での学習機会の損失による
社会的脆弱性の軽減，（3）行政の効率化，健全な財政運営，金融セクターの柔軟
性・革新性を確保し堅固なマクロ経済環境を下支えすること，である。中期的な
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目標は（4）貿易・投資の促進，インフラ整備の推進，エネルギー安全保障の確保
を通じた雇用創出，（5）研究開発，技術革新，デジタル技術の促進により高度な
知識を要する雇用創出，（6）気候変動に対応するための技術開発，海洋資源開発，
海洋技術といった持続可能な発展やコミュニティの創出に寄与する環境分野での
雇用創出，（7）公共秩序，国内治安の維持，（8）市場競争を促し，企業や市場参入
の障壁の軽減による公平なビジネス環境の確保，である。これらの目標を通して
経済成長を促進し，マルコス政権は2023～2028年の経済成長率の目標を6.5～ ₈ ％
とした。さらに，2028年までに貧困率の ₉ ％台への引き下げ，2024年までに世界
銀行が定める「上位中所得国」入りを目指す。ただし，世界銀行が所得グループ
の分類基準の改定を行ったため，12月にその目標達成を2025年に先送りにした。
　インフラ整備については，マルコス大統領はドゥテルテ前政権の大型インフラ
整備政策「ビルド・ビルド・ビルド」を基本的に踏襲する。ただし，財政状況が
厳しさを増すなか，官民連携（PPP）方式を活用した資金調達が目指される。フィ
リピン開発予算調整委員会は，マルコス政権が終わる2028年のインフラ支出を対
GDP 比6.3％となる 1 兆1200億ペソにすることを目指している。2023～2028年の
各年で同5.4～5.8％の支出を見込んでおり，支出額は毎年 1 兆2000億ペソから 2
兆ペソとなる。
　農業政策については，マルコス大統領が農業長官を兼務し，その改革に意欲を
示している。具体的な政策方針はいまだ明らかではないが，農業省の構造改革に
よる資源配分の最適化や，技術革新を通して農業生産の効率化を図り農業従事者
の生計向上を目指している。食料価格の世界的な値上がりが続くなかで，食料自
給率の引き上げが安定的な食料供給に重要だとする。とくに，コメやトウモロコ
シの生産性を向上させて，輸入に大きく依存している同農産物の食料自給率の引
き上げが重要視される。さらに，包括的農地改革プログラムの受益者を対象に，
配分された土地に課される地価の償還を免責し彼らの財政的負担を軽減すること
を目指している。このように，農業分野への支援を通じて，国内の食料生産を増
やし主要作物の輸入依存度を減らしていくことを政策目標として掲げている。

砂糖輸入をめぐる混乱
　農業長官を兼務し農業政策の推進に意欲を示すマルコス大統領であるが，就任
直後に砂糖輸入をめぐる命令系統の混乱が露呈した。砂糖は政府による供給管理
政策で輸入量が管理されており，その担当機関が砂糖統制庁（SRA）である。SRA
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は砂糖の国内生産量と消費動向に応じて，毎年輸入量を調整してきた。砂糖 1 キ
ログラムあたりの小売価格は2021年の約60ペソから2022年には約100ペソに上昇
しており，価格上昇抑制のために SRA は30万トンの砂糖輸入命令を ₈ 月 ₉ 日に
発出した。この命令文書の署名権限者は農業長官を務めるマルコス大統領である
が，レオカディオ・セバスチャン農業次官が大統領に代わり署名していたことが
問題となった。セバスチャンは，ビクター・ロドリゲス官房長官により農業長官
を兼務する大統領の代理として砂糖委員会のトップに任命されていた。
　事前の協議で大統領と官房長官に砂糖輸入計画が伝えられ，両者から輸入命令
の発出への了承を得ていたことが， ₈ 月中旬に行われた議会の公聴会でセバス
チャンやその他 SRA 幹部により明かされた。それにもかかわらず砂糖輸入命令
が公になると，大統領府はマルコス大統領が砂糖輸入に反対していると表明した
うえで，同命令が大統領ではなくセバスチャンの署名により発出されたことを問
題視し，文書発出に関わった人物への捜査を開始するとした。この騒動により，
セバスチャン次官のみならず SRA 統制官のヘルメネヒルド・セラフィカを含む
砂糖委員会 ₄ 人全員が辞任に追い込まれた。さらに，その理由は必ずしも明らか
にされていないが，ロドリゲス官房長官も他の政府要職に就くことなく ₉ 月中旬
にその職を去った。
　問題発覚直後には，国内産業保護の観点から砂糖の輸入に慎重な姿勢をみせた
マルコス政権であったが，飲料業界を中心に砂糖供給の不安定化が生産活動や加
工食品・清涼飲料の価格上昇に深刻な影響をもたらすとの懸念が表明されると，
態度を軟化させ ₉ 月に15万トンを上限とする砂糖輸入命令を発出した。同時に，
従来は輸出向けに仕分けられていた国内産砂糖を2022年 ₈ 月からの砂糖年度を対
象に国内向けに振り分ける命令を発出した。12月には，砂糖の小売価格抑制のた
めに「ミニマム・アクセス量」のメカニズムを適用して精製糖 ₆ 万4000トンの輸
入に迅速に対応するよう命じた。同メカニズムは輸入品に通常より低い関税を課
し，安定的な価格・供給量の確保を目指すものである。なお，セバスチャンは
2023年初旬に農業省に復職した。
　一連のマルコス政権による態度の転変は，砂糖業界やその輸入政策に関する一
貫した方策の欠如のみならず，農業長官を兼務するマルコス大統領による砂糖業
界や需要と供給の動向の理解不足に起因していると考えられる。農業政策に意欲
を示す大統領であるが，今後 ₆ 年間でその手腕が試される。
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対 外 関 係

マルコス大統領の二国間外交
　マルコス大統領は，就任以前より「すべての国と友好関係を築き，敵対しな
い」と述べ，独立外交を主張していた。新政権がアメリカと中国のどちらと歩調
を合わせるのかに関心が集まったが，大統領は初めての外遊先としてシンガポー
ルとインドネシアを訪れ，アメリカにも中国にも肩入れしない外交デビューと
なった。施政方針演説で経済重視の姿勢を鮮明にしたマルコス大統領は，経済協
力を両国での首脳会談の主な議題として取り上げ，その成果を強調した。とりわ
けインドネシアでは，PPP 方式を活用したインフラ整備への協力57億ドルを含め，
85億ドルの投資・経済協力を取り付けたと報じられている。さらに農業分野にお
いては，世界的に肥料の価格が上昇するなか尿素肥料の輸入や漁業への支援が議
題に上がった。くわえて，両国首脳との会談では南シナ海問題も取り上げられた。
インドネシアでは海洋上の境界線の早期策定の重要性を確認するとともに，
ASEAN の枠組みを通して域内協力のさらなる推進が合意された。首脳会談後の
共同声明では，73年にわたる外交関係を基盤とした両国の関係強化を目指すとと
もに，隣国を超えた親密さが強調された。シンガポールでは，1982年に「海洋法
に関する国際連合条約」（UNCLOS）で定められた領海，排他的経済水域を尊重す
ることが確認されるとともに，ASEAN における南シナ海問題緩和のための「海
洋行動規範」の早期成立が目指された。
　マルコス新政権の発足に伴い，アメリカから高官が次々に来訪しフィリピンと
の連携強化の動きが際立った。2022年 ₈ 月にはアントニー・ブリンケン米国務長
官が来訪し，台湾問題を取り上げるとともに，有事の際には米比相互防衛条約の
責務を果たすとした。11月にはカマラ・ハリス米副大統領が来訪し，南シナ海係
争海域に近いパラワン島を訪れた。そこでの演説で副大統領は，アメリカは南シ
ナ海問題でフィリピンの側にあるというメッセージを発するとともに，国外から
の違法漁業が与える地元の漁業者への影響に懸念を示し，沿岸警備隊への支援を
発表した。さらに， ₉ 月に国連総会に出席するためにアメリカを訪れたマルコス
大統領は，ジョセフ・バイデン米大統領と会談を行い，二国間関係の重要性を確
認するとともに，フィリピンやアジア地域の安定のためにアメリカが果たす役割
の大きさを確認した。
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　中国とは南シナ海問題で大きな衝突はなかったものの，依然緊張が続いている。
₃ 月には，沿岸警備隊の巡視船がスカボロー礁付近をパトロール中に中国海警局
の船が接近し，中国の行為を互いの衝突の危険性を高めるとして同隊が非難した。
11月には，海軍がパグアサ島付近で中国が打ち上げたロケットの残骸だと思われ
る浮遊物を発見後，それをロープでくくりつけてえい航していたところ，中国海
警局の船に行く手を阻まれ浮遊物を奪われる出来事が発生した。中国側は「強
奪」したのではなく交渉のすえ「友好的に」浮遊物が引き渡されたと説明し，
フィリピンの主張と異なる。両国の見解の相違について，外務省は中国政府に口
上書を送付し説明を求めた。
　南シナ海の領有権問題を抱えているものの，とりわけ経済面では中国はフィリ
ピンにとって重要な相手国であり，11月の APEC 首脳会議で，マルコス大統領
は中国の習近平国家主席と会談した。初顔合わせとともに二国間関係の強化を確
認し，2023年初頭に予定されている大統領の中国訪問が議題となった。フィリピ
ン政府は経済発展のために対内投資を重視し中国への期待は高い。中国と緊張が
高まった際に経済的利害が優先されるのか，それとも安全保障上の国益が追求さ
れるのか，今後のマルコス政権の対応が注目される。
　対米・対中外交に加えて，マルコス大統領は， ₉ 月に国連総会に出席した際に
は岸田文雄首相と会談を行った。東シナ海・南シナ海問題が議題に上がるととも
に，鉄道の敷設，スービック港湾地区開発，海洋警備などへの日本による支援が
言及された。

マルコス大統領の首脳会議外交
　二国間外交に加えて，マルコス大統領は首脳会議外交でも新大統領としての存
在感を示した。11月には ASEAN 首脳会議と APEC（アジア太平洋経済協力）首脳
会議に，12月にはベルギーで開かれた ASEAN-EU 首脳会議に出席し，新政権が
重要視する政策課題を訴えた。具体的には気候変動，食料安全保障，南シナ海問
題である。複数の台風による被害が毎年発生するフィリピンにとって，地球温暖
化への対応は喫緊の課題である。2015年のパリ協定で採択された「適応に関する
世界全体の目標」（Global Goal on Adaptation）の適用を呼び掛けた。同目標は世界
の気温上昇を 2 度未満とする長期目標を定めている。大統領は各国の能力開発や
協力体制の構築だけでなく，目標実現に取り組む段階にあるとした。
　気候変動と関連し，食料安全保障もフィリピンにとって重要な分野である。毎
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年，自然災害により農作物は甚大な被害を受ける。 ₉ 月に発生した超大型台風
カーディングによる農業生産への被害は31億ペソで，被害を受けた農地は北ルソ
ンを中心に17万ヘクタールと試算された。また，2021年末の台風オデッテによる
農作物への被害は30億ペソに上ると指摘された。大統領は，食料の安定的な供給
のためには技術革新とともに気候変動への世界レベルでの対応が必要だとし，

「ASEAN ＋ ₃ 緊急米備蓄」を積極的に支援していくとも表明した。同枠組みは
ASEAN10カ国に日本，中国，韓国を加えて，自然災害時など緊急事態に備える
多国間の米備蓄制度である。また大統領は，国内農業への技術・イノベーション
投資を呼び掛けた。
　南シナ海問題への言及を避けたドゥテルテ前大統領と異なり，マルコス大統領
は同問題についても積極的に発言した。ASEAN 首脳会議では南シナ海における

「海洋行動規範」の早期策定を呼び掛け，ASEAN-EU 首脳会議では南シナ海問題
対処のために UNCLOS を尊重するとともに，そのために地域間の協力体制の構
築を訴えた。マルコス政権では国際法に基づいて中国との領有権問題に対処して
いくと考えられる。
　ASEAN-EU サミットでは EU 加盟国 ₉ カ国に加えて EU 代表とも会談し，経
済協力の推進とともに再生可能エネルギー，サイバー・セキュリティ，防衛分野
での支援を呼び掛けた。

国際刑事裁所による捜査再開
　 ₆ 月，国際刑事裁判所（ICC）のカリム・カーン主任捜査官は捜査が中断されて
いたドゥテルテ前大統領による「麻薬撲滅戦争」の人権侵害に関する捜査再開を
承認するよう予備裁判部に求めた。2021年末，フィリピン政府が自国の司法制度
のもとで「超法規的殺人」の捜査を行うと主張したため，捜査を中断していた。
しかしフィリピン政府主導での捜査が進んでいないと結論づけたカーン主任捜査
官は捜査再開を予備審査部に申し立てた。その審議のために同部は，政府と被害
者に捜査再開に関する見解を ₉ 月 ₈ 日までに提出するように求めた。
　このような動きにマルコス大統領は否定的な見解を示した。フィリピンの司法
制度は機能しており，ICC の動きは内政干渉だとした。また，国内の事案である
ため，フィリピン政府が対処すべき問題であり外国が口を出すべきではないと述
べた。さらに，フィリピンが2019年に脱退した，ICC の法的地位や権限を定める
ローマ規程を再度締約しないと表明した。メナルド・ゲバラ検事総長は，ICC が
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フィリピンに対して管轄権を有していないとして， ₉ 月 ₈ 日期限の要請を突っぱ
ねた。フィリピン政府による不承知はあったものの，2023年初頭に予備審査部は
捜査再開を承認した。
　現在のフィリピンでは，司法が権力者を監視し市民の権利を十分に保護してい
るとは言い難い。このような傾向は，ドゥテルテ前政権で大統領スポークスパー
ソンを務めたヘルミニオ・ロペス・ロケのメディアでの発言に表れている。ロケ
は ICC がドゥテルテ前大統領に逮捕状を発行したとしても，フィリピンの司法
制度を利用して彼の身柄引き渡しを拒否できると語った。具体的には，第三者が
裁判所に前大統領を告訴することによって，国内の刑事司法手続きに則った捜
査・審理開始が優先されるため，国外への身柄引き渡しを行わないとした。司法
制度が統治者による恣意的な権力行使を抑制するのではなく，権力者が責任追及
から逃れる手段として利用できることを示唆している。

2023年の課題
　選挙キャンペーン時，マルコス大統領は「国民としての結束」（unity）を訴え，
父の「偉業」を強調しつつ「再び偉大な国家に返り咲く」として人々からの支持
を集めた。しかし，とりわけ政治面については具体的な政策目標をいまだ明らか
にしていない。世論調査会社ソーシャル・ウエザー・ステーションズが行った
2022年末の調査によると75％の回答者がマルコス大統領のパフォーマンスに満足
していると答えた。人々からの期待が高い大統領であるが， ₆ 年後にどのような
国家像を目指すのか，明確なビジョン，政策の方向性を示す必要がある。それと
同時に懸念されるのが歴史の修正問題である。ドゥテルテ副大統領が教育長官に
就いたことで学校教科書がマルコス一族に偏向した形で書き換えられるのではな
いかとの懸念が浮上した。マルコス政権はそれを即座に否定した。現在のところ，
表立って組織的な動きは出ていないが，独裁政権時の弾圧や経済の破綻への言及
に圧力が強まるなか，歴史修正問題を注視していく必要がある。
　経済面については，2023年初頭に今後 ₆ 年間の経済政策の方向性を示す「フィ
リピン開発計画2023～2028」が公表された。その内容の柱はコロナ禍で発生した
社会・経済的脆弱性を軽減させるとともに，雇用創出による貧困のさらなる削減
である。これらにより経済的危機の際に回復力が高い社会の創出，包摂的な成長
が目指される。また，2023年においても高水準の経済成長を持続させるためには，
インフレ圧力の抑制が求められる。中央銀行のフェリペ・メダリャ総裁は2022年
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後半に行った連続利上げにより，インフレ圧力は2023年第 1 四半期で頭打ちとな
り，第 2 四半期に落ち着くと見込んでいる。
　対外関係では，国際会議で積極的にフィリピンが重視する政策分野・課題を訴
えたマルコス大統領の姿勢が2023年も継続されると考えられる。2023年初頭には
中国と日本への訪問がそれぞれ予定されている。各国が集まる首脳会議では国際
法の枠組みで南シナ海問題に対応することを主張したマルコス大統領であるが，
習主席との直接会談で南シナ海問題がどのように議題に上がるのかが注目される。
日本に対して，インフラ整備のみならず農業，再生可能エネルギー，デジタル技
術などへの支援が呼びかけられるとともに，周辺海域の情勢不安が増すなか，防
衛面での関係の緊密化が模索されるとみられる。アメリカとは，比米関係の修復
が図られるなか，とりわけ防衛面での関係強化が模索されると考えられる。
� （地域研究センター）
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1 月 5 日 ▼国家放送委員会，ABS-CBN が利
用していたテレビ放送の周波数を実業家マヌ
エル・ビリヤールのアドバンスト・メディ
ア・ブロードキャスティング・システムに暫
定的に割り当てることを決定。
9 日 ▼ローズマリー・カランダン最高裁判

事，定年により退官。
17日 ▼ 選挙委員会，フェルディナンド・

“ボンボン”・マルコス Jr.（以下，マルコス）
大統領候補の候補者としての資格剥奪を求め
た申し立てを棄却。
25日 ▼国軍，新人民軍のナンバー 2 だった

ペドロ・コダステが戦闘により死亡と発表。
2 月 2 日 ▼シャリフ・アバス選挙委員長，ロ
ウェナ・グアンゾン委員，アントニオ・コー
委員，任期満了により退官。

▼アリシア・デラ・ロザバラ公務委員長，
任期満了により退官。
23日 ▼ドゥテルテ大統領，最高裁判事にア

ントニオ・コー前選挙委員を任命。
3 月 1 日 ▼国軍，南ラナオ州にある武装組織

「ダウラ・イスラミーヤ」の拠点への制圧作
戦・空爆開始。少なくとも ₃ 人死亡。
2 日 ▼ドゥテルテ大統領，改正外国投資法

（RA11647）に署名。
7 日 ▼ドゥテルテ大統領，大統領スポーク

スパーソン（代行）にコミュニケーション・オ
ペレーション長官のマーティン・アンダナー
ルを任命。
8 日 ▼ ドゥテルテ大統領，選挙委員長（代

行）にイスラム系フィリピン人全国委員長の
サイダマン・パンガルガンを，公務員委員長
にカルロス・アレクシ・ノグラレス大統領ス
ポークスパーソンを任命。
19日 ▼選挙委員会，大統領候補者討論会を

実施（ ₄ 月 ₃ 日にも実施）。マルコス候補は両

日欠席。
21日 ▼ドゥテルテ大統領，改正公共サービ

ス法（RA11659）に署名。
28日 ▼米比合同軍事演習「バリカタン」開

始（～ ₄ 月 ₈ 日）。2015年以降で最大規模。
29日 ▼タール火山，小規模噴火（ ₃ 回）。周

辺住民7000人超が避難。

▼沿岸警備隊，巡視船が受けた中国海警局
の船による危険行為に対して外交ルートを通
じて抗議と発表。
4 月 1 日 ▼米司法省，アメリカ在住の法務助
手マリア・デ・レオンがビザ申請書類などを
捏造してアポロ・カレオン・キボロイらによ
る人身取引をほう助したことを認めたと発表。
8 日 ▼ドゥテルテ大統領，中国の習近平国

家主席と会談（オンライン）。

▼テオドロ・ロクシン外務長官，デルフィ
ン・ロレンザーナ国防長官，第 1 回日・フィ
リピン外務・防衛閣僚会合（「 2 ＋ 2 」）出席の
ために訪日。岸田首相と会談。
13日 ▼ドゥテルテ大統領，国軍幹部の任期

を ₃ 年に定める法律（RA11709）に署名（ ₇ 月
1 日に施行）。
25日 ▼カルロス・ドミンゲス財務長官，来

日。林芳正外相と会談。
26日 ▼ 大統領，電気自動車（EV）産業を推

進・支援する法律（RA11679）に署名。
5 月 2 日 ▼クラーク国際空港，新ターミナル
の正式運用開始。旅客処理能力は年間800万
人。
5 日 ▼人権委員会の全委員，新メンバーの

任命がないまま ₅ 年の任期終了。同ポストが
空席に。

▼ドゥテルテ大統領，金融商品取引におけ
る利用者・投資者の保護を強化する法律

（RA11765）に署名。

重要日誌 フィリピン　2022年
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9 日 ▼大統領選挙実施。同日に国政・地方
選挙も実施。
10日 ▼マルコス大統領候補，当選が確実視

されるとすぐに父の墓を訪問。
12日 ▼ロクシン外務長官，ドゥテルテ大統

領の代理としてアメリカで行われた米
ASEAN 特別首脳会議に参加。

▼マルコス次期大統領，バイデン米大統領
と電話会談。祝意を受ける。
18日 ▼マルコス次期大統領，習近平国家主

席と電話会談。

▼ドゥテルテ大統領，最高裁判事にマリ
ア・フィロメナ・シン控訴院判事を任命。
19日 ▼金融委員会，政策金利の0.25ポイン

ト引き上げ，翌日物借入金利を2.25％に。
20日 ▼マルコス次期大統領，岸田首相，モ

リソン豪首相と個別に電話会談。
21日 ▼ドゥテルテ大統領，コメ，肉類，石

炭などの輸入品の関税引き下げ期間を2022年
末までとする行政命令（EO171）に署名。
6 月 9 日 ▼ マルコス次期大統領，ウェン
ディ・シャーマン米国務副長官と会談。
10日 ▼ロレンザーナ国防長官，シンガポー

ルにて第19回 IISS アジア安全保障会議（シャ
ングリラ会合）に参加（～12日）。モンゴルと
防衛協力に関する覚書締結。
19日 ▼ ダバオ市にて副大統領就任式。サ

ラ・ドゥテルテ前ダバオ市長が第15代副大統
領に。
23日 ▼ ケソン州バルティ島の沖合でフェ

リーが炎上し ₇ 人死亡。
24日 ▼金融委員会，政策金利の0.25ポイン

ト引き上げ，翌日物借入金利を2.5％に。

▼ カーン国際刑事裁判所（ICC）捜査官，
フィリピンでの捜査再開を予備裁判部に申し
立て。
28日 ▼最高裁，マルコスの大統領候補とし

ての資格剥奪を求める申し立てを棄却。
29日 ▼証券取引委員会，インターネット・

ニュース・サイト「ラップラー」の事業免許
取り消し。
30日 ▼フィリピン国立美術館で大統領就任

式。マルコスが第17代大統領に。中国の王岐
山国家副主席，林芳正外相らが式典に参加。

▼ロブレド前副大統領，自由党総裁を辞任。
後任にエドセル・ラグマン下院議員。

▼マルコス大統領，大統領府の組織改編に
関する 2 つの行政命令（EO 1 ，EO 2 ）に署名。
内閣担当局と大統領スポークスパーソン廃止。
7 月 2 日 ▼新型コロナウイルス対策のための
医療関連製品の不正契約の疑いで勾留されて
いたファーマリ製薬のリンカーン・オンとモ
ヒート・ダラガニを釈放。
6 日 ▼マルコス大統領，中国の王毅外交部

長と会談。エンリケ・マナロ外務長官と黄渓
連・駐比中国大使が同席。
8 日 ▼大統領府，マルコス大統領が新型コ

ロナウイルスに感染と発表。

▼控訴審，マリア・レッサ・ラップラー
CEO らによるマニラ地裁のサイバー名誉棄
損罪に関する判決への不服申し立てを棄却。
11日 ▼教育省，学校の新年度開始を ₈ 月22

日とする省令（第34号）発出。

▼金融委員会，政策金利の0.75ポイント引
き上げ，翌日物借入金利を3.25％に。
16日 ▼ジョクノ財務長官，主要20カ国・地

域（G20）首脳会議に出席。
18日 ▼大統領府，コロナ対策の実行部局を

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）国家
タスクフォースから国家災害リスク軽減・管
理評議会（NDRRMC）に変更。
22日 ▼ マルコス大統領，選挙委員長に

ジョージ・ガルシア前選挙委員を任命。

▼マルコス大統領，新たに着任したメア
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リーケイ・カールソン駐比米大使と面会。
23日 ▼基礎教育から高等教育までの教育分

野全般の見直しを目的とする「教育審議会 II

設置法」（RA11899）成立。
25日 ▼第19議会第 1 会期開会。上院議長に

フアン・ミゲル・ズビリ議員，下院議長に
フェルディナンド・マルティン・ロムアルデ
ス議員を選出。

▼マルコス大統領による施政方針演説。
27日 ▼ 上院，安倍元首相を追悼する決議

（SR10号）を採択。

▼ルソン島北部でマグニチュード7.0の地
震発生。少なくとも11人死亡。

▼科学，文化などの創造産業に従事する
人々の保護および能力開発を促進する「クリ
エイティブ産業振興法」（RA11904）成立。
29日 ▼保健省，国内初のサル痘感染者確認。
30日 ▼デジタル技術の競争力，人材育成を

推進する省庁間評議会の設立を定めた「デジ
タル人材競争力法」（RA11927）成立。
31日 ▼ フィデル・ラモス元大統領，死去

（94歳）。
8 月 1 日 ▼マルコス大統領，国家警察長官に
ロドルフィ・アズリン北ルソン管区警察局警
視監を任命。
4 日 ▼テレサ・ラザロ外務次官，マナロ外

務長官の代理で日 ASEAN 外相会議に出席。
5 日 ▼アントニー・ブリンケン米国務長官，

来訪（～ ₆ 日）。マナロ外務長官とはオンライ
ンでマルコス大統領とは対面で個別に会談。
8 日 ▼マルコス大統領，国軍統合参謀本部

議長に南部ルソン司令官のバルトロメ・ヴィ
センテ・バカロを任命。
9 日 ▼ラモス元大統領の国葬実施。マルコ

ス大統領が参列。
10日 ▼コタバト市でモロ・イスラーム・解

放戦線のグループ間の衝突により ₅ 人死亡。

12日 ▼マルコス大統領，科学技術長官に同
省次官のレナト・ソリダム Jr. を任命。
18日 ▼ 金融委員会，政策金利の0.5ポイン

ト引き上げ，翌日物借入金利を3.75％に。
9 月 1 日 ▼ファウスティノ国防長官代行，ロ
イド・オースティン米国防長官と電話会談。
4 日 ▼マルコス大統領，インドネシア訪問

（～ ₆ 日）。
6 日 ▼マルコス大統領，シンガポール訪問

（～ ₇ 日）。
13日 ▼日本政府，国連開発計画（UNDP）と

連携して「バンサモロ・ムスリム・ミンダナ
オ自治地域（BARMM）における私有の小型武
器および軽兵器の管理・削減支援計画」に
500万ドル（約 ₅ 億7900万円）拠出を合意。

▼砂糖統制庁，15万トンの砂糖輸入命令 2
号を発出。

▼ マルコス大統領，包括農地改革計画
（CARP）受益者に土地償還にかかる返済を 1
年間猶予する行政命令（EO ₄ ）に署名。
14日 ▼国家警察，身代金と人身売買のため

に誘拐されていたオフショアゲーム事業の中
国籍従業員43人を保護。
17日 ▼ロドリゲス官房長官，辞任を表明。

▼マギンダナオ州の分割を問う住民投票実
施。賛成多数で可決。
18日 ▼マルコス大統領，第77回国連総会出

席のために訪米（～24日）。21日に岸田首相，
22日にバイデン大統領と会談。
21日 ▼故マルコス元大統領による厳戒令の

署名から50年の節目に各地で抗議集会。

▼マニラ地裁，新人民軍とフィリピン共産
党をテロリスト組織に指定する司法省の申し
立てを棄却。
23日 ▼ 金融委員会，政策金利の0.5ポイン

ト引き上げ，翌日物借入金利を4.25％に。
25日 ▼ 超大型台風カーディング（16号，国
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際名ノルー）上陸。少なくとも救助隊 ₅ 人を
含む ₇ 人が死亡， 1 万人以上が被災。
26日 ▼サラ・ドゥテルテ副大統領，安倍元

首相の国葬（27日）に出席のため訪日。同日，
岸田首相と会談。
27日 ▼マルコス大統領，人権委員長に副官

房長官のリチャード・パルパラトックを任命。

▼マルコス大統領，官房長官にルカス・ベ
ルサミン元最高裁判事を任命。
29日 ▼ファウスティノ国防長官（代行），ハ

ワイ州米軍インド太平洋軍司令本部で開かれ
る国防相会議出席のため訪米。オースティン
米国防長官（29日），浜田靖一防衛相（30日），
リチャード・マールズ豪国防相（30日）と個別
に会談。
30日 ▼国家警察，オフショアゲーム事業で

の労働のために誘拐された外国籍の被害者63
人を保護と発表。

▼マルコス大統領，非公式にシンガポール
訪問。F 1 レースを観戦，リー・シェンロン
首相と面会（～10月 2 日）。
10月 3 日 ▼国軍，日米韓との合同軍事訓練実
施（～14日）。

▼ラジオ・パーソナリティのパーシバル・
マバサが殺害される。

▼マルコス大統領，日本の支援によるマニ
ラ首都圏地下鉄工事の起工式に出席。
4 日 ▼ホセ・カリダ会計検査委員長とトリ

クシー・クルス＝アンヘレス報道長官，辞任。

▼カナダやオランダの駐比外国公館がマバ
サの殺害に懸念を示す声明を発表。
10日 ▼マルコス大統領，携帯電話のショー

トメッセージを利用した詐欺メール対策を目
的とした「SIM カード登録法」（RA11934）に
署名（12月27日に施行）。

▼マルコス大統領，バランガイとその青年
組織サングニアン・カバタアンの選挙実施を

1 年延長する法律（RA11935）に署名。
21日 ▼マルコス大統領，会計検査委員長に

ガマリエル・コルドバ国家通信委員長を任命。
29日 ▼大型台風パエン（国際名ナルガエ），

カタンドゥアネス島に上陸。マギンダナオ州
を中心に少なくとも101人が死亡。
11月11日 ▼マルコス大統領，カンボジアでの
ASEAN 首脳会議に参加（～13日）。
16日 ▼ マルコス大統領，タイでの APEC

首脳会議に出席（～19日）。17日に習国家主席
と会談。
17日 ▼金融委員会，政策金利の0.75ポイン

ト引き上げ，翌日物借入金利を5.0％に。
20日 ▼ カマラ・ハリス米副大統領，来訪

（～22日）。マルコス大統領，ドゥテルテ副大
統領と個別に会談。南シナ海係争海域に近い
パラワン諸島を訪問。
23日 ▼外務省，中国の海警局による海軍へ

の行為に関して口上書を中国政府に送付。
28日 ▼国連人権理事会の特別報告者ママ・

ファティマ・シンゲイテーが子供の人権侵害
の調査のために来訪（～12月 ₈ 日）。
12月11日 ▼ マルコス大統領，ベルギーでの
ASEAN-EU 首脳会議に参加（～15日）。
15日 ▼ 金融委員会，政策金利の0.5ポイン

ト引き上げ，翌日物借入金利を5.5％に。
16日 ▼フィリピン共産党の創設者ホセ・マ

リア・シソン，亡命先のオランダで死去。

▼マルコス大統領，2023年度一般歳出法
（RA11936）に署名。予算規模は ₅ 兆2680億ペ
ソ。
29日 ▼マルコス大統領，コメ，肉類，石炭

などの主要品の関税引き下げを定めた行政命
令（EO171）の適用期間を2023年末まで延長す
る行政命令（EO10）に署名。

▼マルコス大統領，大統領府内の組織再編
の行政命令（EO11）に署名。
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　 1 　国家機構図（2022年12月末現在）

（注）　各省には主要部局のみを記す。　（注）　各省には主要部局のみを記す。

上　院
下　院

〔立法〕

大　統　領

〔行政〕

最高裁判所

控訴裁判所

サンディガンバヤン

地域裁判所

税控訴裁判所

シャリーア地区裁判所

都市圏裁判所

ミュニシパル裁判所

ミュニシパル巡回裁判所

シャリーア巡回裁判所

〔司法〕 〔憲法規定委員会〕

大統領秘書室
大統領府

事務局（官房長官）

大統領特別顧問・補佐官

報道関連事務局

その他の行政機関
大統領行政規律委員会

副大統領

国家安全保障会議

国家経済開発庁

公務員委員会

選挙委員会

会計検査委員会

人権委員会

オンブズマン

外務省

財務省

内国歳入局
関税局
財務局
証券取引委員会

国家警察

国軍

予算行政管理省

内務自治省

国防省

省法司

公共事業道路省

エネルギー省

運輸省

社会福祉開発省

保健省

労働雇用省

情報通信技術省

教育省

科学技術省

人間居住・都市開発省

移住労働者省

出入国管理局
国家捜査局
検察局

投資委員会

貿易産業省

農地改革省

農業省

環境天然資源省

観光省
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　 2 　国家機関要人名簿（2022年12月末現在）

大統領 Ferdinand R. Marcos Jr.

副大統領 Sara Z. Duterte

　大統領府
官房長官 Lucas Bersamin

大統領コミュニケーション長官（代行）
 Cheloy Garafil

大統領特別補佐官 Antonio Lagdameo Jr.

主席法律顧問 Juan Ponce Enrile

和平・和解・融和のための大統領顧問
 Carlito Galvez

国家安全保障顧問 Clarita R. Carlos

　各省長官
外務長官 Enrique A. Manalo

財務長官 Benjamin E. Diokno

予算行政管理長官 Amenah F. Pangandaman

内務自治長 Benjamin Abalos Jr.

国防長官（代行） Jose Faustino Jr.

司法長官 Jesus C. Remulla

農地改革長官 Conrado M. Estrella III

農業長官 Ferdinand R. Marcos Jr.

環境天然資源長官  Maria A. Yulo Loyzaga

観光長官 Maria Esperanza C. Garcia Frasco

貿易産業長官 Alfredo E. Pascual

運輸長官 Jaime J. Bautista

情報通信技術長 Ivan John Uy

公共事業道路長官  Manuel M. Bonoan

エネルギー長官 Raphael P.M. Lotilla

社会福祉開発長官（代行） Edu Punay

保健長官（代行） Maria Rosario Vergeire

労働雇用長官 Bienvenido E. Laguesma

教育長官 Sara Z. Duterte

科学技術長官 Renato Solidum Jr.

人間居住・都市開発長官 Jose  L. Acuzar

移住労働者長官 Susan V. Ople

国家経済開発庁長官 Arsenio M. Balisacan

　その他主要政府機関ポスト
国軍統合参謀本部議 Bartolome V. Bacarro

国家警察長官 Rodolfo S. Azurin, Jr. 

国家捜査局長 Medardo De Lemos

検事総長 Menardo Guevarra

中央銀行総裁 Felipe M. Medalla

証券取引委員会委員長 Emilio B. Aquino

　憲法規定委員会
公務員委員長 Karlo Alexei B. Nograles

選挙委員長 George Garcia

会計検査委員長 Gamaliel Cordoba

人権委員長 Richard P. Palpal-latoc

オンブズマン Samuel R. Martires

　議会
上院議長 Juan Miguel F. Zubiri

　副議長 Loren Legarda

　多数派院内総務 Joel Villanueva

　少数派院内総務 Aquilino Pimentel III

下院議長 Ferdinand Martin G. Romualdez

副議長（ ₉ 人） Gloria Macapagal-Arroyo, 

Isidro T. Ungab, Roberto V. Puno, Kristine 

Singson-Meehan,  Camil le  A.  Vil lar, 

Raymond Democrito C. Mendoza, Ralph G. 

Recto, Aurelio “Dong” Jr. D. Gonzales, 

Vincent Franco “Duke” D. Frasco

　多数派院内総務 Manuel Jose M. Dalipe

　少数派院内総務 Marcelino C. Libanan

　司法
最高裁判所長官 Alexander G. Gesmundo

サンディガンバヤン首席判事
 Amparo Cabotaje-Tang
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　 3 　地方政府制度（2022年12月末日現在）

（注）　フィリピンは全部で82州，148市，1486町， ₄ 万2022バランガイにより構成される。
　 1 ） マニラ首都圏の各市町は独立しており，マニラ首都圏開発庁は各地方政府首長が参加する中央政

府の機関。

中央省庁

地域事務所

大統領

マニラ首都圏1)

16市・1町で構成

バンサモロ・ムスリム・
ミンダナオ自治地域

6州・3市・116町で構成

市長・副市長
市議会

市

バランガイバランガイバランガイ

高度都市化市・独立市

町

州

町長・副町長
町議会

バランガイ長
バランガイ議会

バランガイ長
バランガイ議会

バランガイ長
バランガイ議会

知事・副知事
州議会

市長・副市長
市議会

(注)　フィリピンは全部で82州，148市，1486町，4万2022バランガイにより構成される。

　1) マニラ首都圏の各市町は独立しており，マニラ首都圏開発庁は各地方政府首長が参加する中央政

府の機関。
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　 1　基礎統計
2017 2018 2019 2020 2021 2022

人 口（100万人）1） 104.2 105.8 107.3 108.8 110.2 111.6
労 働 力 人 口（100万人）2） 42.8 43.5 44.2 43.9 47.7 49.5
失 業 率（％）2） 5.7 5.3 5.1 10.3 7.8 5.4
消 費 者 物 価 上 昇 率（％）3） 2.9 5.2 2.4 2.4 3.9 5.8
為 替 レ ー ト（ １ ド ル ＝ ペ ソ） 50.40 52.66 51.80 49.62 49.25 54.48
（注）　 1 ）2015年人口センサスを基にした年央の推計値。　 2 ）2023年 ₃ 月中旬次点で2022年の年間デー

タデータが未公表のため，2022年失業率は月次の平均値（暫定値）を使用。 2017～2022年の労働力人
口は，15歳以上の人口に労働参加率を掛けて算出。　 ₃ ）基準年は2018年。

（出所）　人口，労働力人口，失業率，消費者物価上昇率：Philippine Statistics Authority（PSA）のウェブ
版統計データ（https://psa.gov.ph）。為替レート：Bangko Sentral ng Pilipinas （BSP）のウェブ版統計デー
タ（https://www.bsp.gov.ph/SitePages/Default.aspx）。

　 2 　支出別国民総所得（名目価格） （単位：100万ペソ）
2017 2018 2019 2020 2021 2022

個 人 消 費 支 出 11,950,864 13,250,084 14,288,333 13,476,075 14,610,149 16,727,055
政 府 消 費 支 出 1,874,770 2,199,637 2,433,439 2,739,671 3,021,100 3,303,028
総 資 本 形 成 4,231,677 4,959,105 5,153,069 3,129,566 4,111,887 5,458,187

固 定 資 本 4,245,610 4,983,346 5,300,100 3,824,091 4,327,283 5,156,504
在 庫 増 減 -15,472 -26,944 -148,526 -695,464 -216,438 300,538

財 ・ サ ー ビ ス 輸 出 4,892,870 5,518,573 5,539,739 4,524,306 4,996,724 6,211,823
財 ・ サ ー ビ ス 輸 入 6,393,529 7,662,209 7,896,717 5,918,045 7,329,292 9,747,560
国 内 総 生 産（GDP） 16,556,651 18,265,190 19,517,863 17,951,574 19,410,568 22,023,278
海 外 純 要 素 所 得 1,826,528 1,947,159 1,954,197 1,360,427 693,869 1,296,703
国 民 総 所 得（GNI） 18,383,179 20,212,349 21,472,060 19,312,001 20,104,437 23,319,981
（注）　統計誤差を除く。
（出所）　PSA のウェブ版統計データ。

　 3 　産業別国内総生産（実質：201₈年価格） （単位：100万ペソ）
2017 2018 2019 2020 2021 2022

農 業 ・ 漁 業 ・ 林 業 1,743,134 1,762,616 1,783,855 1,780,391 1,775,358 1,783,729
鉱 業 ・ 採 石 160,065 163,322 168,857 137,493 144,431 152,066
製 造 業 3,317,641 3,488,331 3,620,456 3,266,302 3,554,737 3,732,296
建 設 業 1,201,714 1,373,841 1,507,244 1,122,308 1,234,811 1,392,158
電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 523,161 557,030 591,312 589,213 615,505 646,878
卸 売 ・ 小 売 ・ 車 両 等 修 理 業 3,057,552 3,237,304 3,489,299 3,275,537 3,414,326 3,710,633
運 輸 ・ 倉 庫 業 648,153 697,839 742,347 515,149 547,542 678,678
宿 泊 ・ 飲 食 業 371,234 403,289 425,692 231,811 248,457 327,468
情 報 通 信 業 483,683 515,925 557,007 585,185 639,123 689,224
金 融 ・ 保 険 業 1,382,521 1,498,147 1,676,448 1,769,952 1,853,154 1,986,932
不動産・専門・管理・支援サービス 2,246,340 2,348,938 2,420,628 2,100,044 2,189,163 2,344,832
公 務 666,393 767,706 871,564 911,188 962,824 999,286
教育・保健衛生・社会事業・その他サービス 1,374,386 1,450,900 1,528,041 1,253,271 1,358,621 1,502,624
国 内 総 生 産（GDP） 17,175,978 18,265,190 19,382,751 17,537,843 18,538,054 19,946,804
G D P 成 長 率（％） 6.9 6.3 6.1 -9.5 5.7 7.6
（出所）　PSA のウェブ版統計データ。
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4 　国際収支 （単位：100万ドル）
2017 2018 2019 2020 2021 2022

経 常 収 支 -2,143 -8,877 -3,047 11,578 -5,943 -17,832
貿易・サービス収支 -31,522 -39,364 -36,272 -19,909 -38,767 -53,761

貿 易 収 支 -40,215 -50,972 -49,312 -33,775 -52,806 -69,393
輸 出 51,814 51,977 53,477 48,212 54,228 57,448
輸 入 92,029 102,949 102,788 81,987 107,034 126,841

サ ー ビ ス 収 支 8,693 11,608 13,039 13,866 14,039 15,631
第 一 次 所 得 収 支 3,226 3,669 5,276 4,101 3,323 5,403
第 二 次 所 得 収 支 26,153 26,818 27,949 27,386 29,501 30,526

資 本 移 転 等 収 支 69 65 127 63 80 14
金 融 収 支 -2,798 -9,332 -8,034 -6,096 -6,433 -12,565

直 接 投 資 -6,952 -5,833 -5,320 -3,260 -9,732 -5,300
証 券 投 資 2,454 1,448 -2,474 -1,680 10,237 -1,178
金 融 派 生 商 品 -51 -53 -173 -199 49 -48
そ の 他 投 資 1,750 -4,894 -67 -1,767 -6,987 -6,039

誤 差 脱 漏 -1,588 -2,826 2,729 -2,526 774 -2,009
総 合 収 支 -862 -2,306 7,843 16,022 1,345 -7,263
（注）　IMF 国際収支マニュアル第 ₆ 版に基づく。したがって，金融勘定と資本移転等収支の符号は（＋）

は資本流出，（－）は資本流入を意味する。2021年は修正値，2022年は暫定値。
（出所）　BSP，Statistics, External Accounts, Balance of Payments，ウェブ版。

　 5 　国・地域別貿易 （単位：100万ドル）
2020 2021 2022

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
 ％  ％  ％  ％  ％  ％

ア メ リ カ 10,018 15.4 6,922 7.7 11,849 15.9 7,751 6.6 12,461 15.8 8,916 6.5 
日 本 10,034 15.4 8,616 9.6 10,725 14.4 11,108 9.5 11,133 14.1 12,353 9.0 
中 国 9,830 15.1 20,868 23.2 11,553 15.5 26,799 22.9 10,966 13.9 28,214 20.6 
韓 国 2,855 4.4 6,895 7.7 2,574 3.4 9,351 8.0 3,127 4.0 12,317 9.0 
香 港 9,226 14.1 2,784 3.1 9,932 13.3 3,268 2.8 10,480 13.3 3,102 2.3 
台 湾 2,121 3.3 4,683 5.2 2,526 3.4 5,763 4.9 2,965 3.8 6,799 5.0 
東南アジア 10,216 15.7 23,775 26.5 12,120 16.2 32,401 27.7 13,403 17.0 40,176 29.3 

インドネシア 458 0.7 5,728 6.4 868 1.2 8,446 7.2 726 0.9 13,193 9.6 
マレーシア 1,771 2.7 4,024 4.5 1,893 2.5 5,306 4.5 2,444 3.1 6,379 4.6 
シンガポール 3,775 5.8 5,622 6.3 4,195 5.6 6,948 5.9 4,909 6.2 8,118 5.9 
タ イ 2,877 4.4 4,972 5.5 3,451 4.6 6,947 5.9 3,374 4.3 7,334 5.3 

オーストラリア 362 0.6 808 0.9 531 0.7 1,599 1.4 557 0.7 2,805 2.0 
E U 6,536 10.0 6,036 6.7 8,059 10.8 7,673 6.6 8,701 11.0 7,786 5.7 
そ の 他 4,016 6.2 8,425 9.4 4,784 6.4 11,170 9.6 5,176 6.6 14,730 10.7 
合 計 65,215 100.0 89,812 100.0 74,653 100.0 116,883 100.0 78,968 100.0 137,199 100.0
（注）　2021年は修正値，2022年は暫定値。ASEAN は ₄ カ国以外にブルネイ，ラオス，ミャンマー，ベ

トナムを含む。
（出所）　BSP，Statistics, External Accounts, External Trade，ウェブ版。


